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1 ．はじめに
文部科学省は，平成29（2017）年 3 月31日に，平成32
（2020）年から順次実施される次期学習指導要領を公示
した。「小学校学習指導要領」においては，2030年に向
けて子どもたちをどう育てるかという大きなねらいのも
と，外国語教育においては，「小・中・高等学校を通じ
て一貫して育成を目指す外国語教育における資質能力」
が求められている。その具体化として，小学校において
は，中学年で「聞くこと」「話すこと」を中心とした外
国語活動，高学年においては文字を「読むこと」「書く
こと」を加えて総合的・系統的に扱う教科学習が求めら
れることとなった。
平成 4 （1992）年に研究開発校がスタートしてから30
年近く経って「教科化」が実現することになる。しかし，
今後解決していかなくてはならない課題は山積している。
全国連合小学校校長会会長の大橋明氏が，「どのように
時間割の中に位置付けるか，指導する教員の力の育成や
ALTの配置が課題になる」（2016年12月21日付教育新聞）
と述べているが，その他にも，教材，専科教員，特別講
師の採用なども検討が必要であろう。
小学校英語教育の「教科化」を前にした今，これまで
の実践の成果を整理し，先人の努力の跡を振り返り，記
録し，そこから真摯に教訓を学ぶことが重要であると考
える。
2 ．本調査研究プロジェクトの研究の目的
（1）千葉県が全国に先駆けて小学校英語を進めてきた理
由を明らかにすること
（2）当時の教員や児童の意識を探ること
（3）使用されていた教材を分析すること
（4）これからの千葉県の小学校における英語教育の展望
を考えること
3 ．調査研究の方法
（1）文献調査（千葉県内各小学校研究紀要，文部省委託
事業報告書，雑誌，論文など）
（2）資料収集（県議会議事録，英語クラブの記録など）
（3）当時の関係者へのインタビュー（県教育庁指導主事，
外国人講師，大学教授など）
（4）当時の担当者へのアンケート（県，出張所および市
教育委員会指導主事など）
（5）当時使用されていた教材の分析（英語教室ハンド
ブック，AET’s Resource Bookなど）
4 ．先行研究
明治以降の公立小学校における英語指導についての先
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行研究は，吉村・有常・本田（2015）で述べたが，田畑
（2012，2014），伊村（2003），江利川（2008）によると，
明治の初期から小学校に該当する子どもたちへの英語指
導が存在し，明治17年（1884）以降，昭和22年（1947）
度の新学習指導要領告示まで，制度の上では公立（高
等）小学校で英語の授業は可能であった。しかし，昭和
22（1947）年の新学制発足から平成14（2002）年の「英
語活動」導入まで約60年間，小学校学習指導要領におけ
る英語の位置づけがなくなり，一部の国立大学附属小学
校或いは私立小学校を除いて，一般の公立小学校では英
語の授業は実施されず，「空白の時期」と言われてきた。
その間の私立小学校や国立大学附属小学校における英語
指導については，垣田・松畑（1983），西田（1971），野
上（1977）などの研究がある。しかし，公立小学校での
英語指導についての研究は，五島（1996），松香・後藤
（1990），前田（1989）以外にはほとんど見られない。
五島（1996）は，千葉県の「小学校英語教室事業」に
ついて 1 ページを割いて紹介し，千葉県でこのような先
進的な試みが進められた理由として，「東京都のすぐ隣
という地理的条件，東京に負けないという進取の気持ち，
首都でないという自由な気持ち」などを挙げ，「教育や
文化の面でけっこうすすんだところがある」と述べてい
る（吉村・有常・本田，2015，p.21）。
松香・後藤（1990）には，千葉県の「小学校英語教室」
（1972），横浜市の「国際理解教室」（1987），台東区（1986），
山梨県（1991）などの実践が報告されているが，千葉県
での開始年度が際立って早かったことは注目に値する。
なお，文部省（当時）が第 1 回の研究開発校の開始に
踏み切る直前に委嘱を受け，本事業に関わってきた指導
主事，校長などにより「小学校における英語学習に親し
む様々な活動について─千葉県および山梨県における公
立小学校の英語学習のカリキュラムと実践事例─」（塩
澤，1993）が「文部省調査研究委嘱事業報告書」として
まとめられている。
5 ．「小学校英語教室事業」の背景　
5.1.「小学校英語教室事業」創設の時代背景
なぜこのような早期に，しかも一地方で，学習指導要
領に規定されていない小学校での英語指導が実施できた
のであろうか。全国に先駆けて「小学校英語教室」事業
が実施されるようになった契機は，昭和37（1962）年当
時の千葉県知事加納久朗氏が，成田空港設置の閣議決定
（1962），東京オリンピックの開催予定（1963）などの時
代背景を踏まえて，青少年や子どもたちに対する英語教
育の必要性を示唆されたことによると言われる（2012年
5 月31日に実施した創立当初の担当者張能正氏へのイン
タビューより）。
昭和37（1962）年前後には，首都高速開業（1962），
新空港建設方針閣議決定（1962），東京オリンピック
（1964），東海道新幹線（1964），万博開催（1970），成田
空港開港（1978）など，日本経済の高度成長を促す事業
が続いた。「千葉県教育行政30年史」（千葉県教育委員会，
1979）には下記のようにその時代の「教育施策」の背景
となった千葉県の状況が記されている。
〈昭和30年代〉近代工業の著しい進展を見せ，首都圏の
一環として都市化現象が進み，産業構造の高度化や，
社会構造の変革等急激な発展を遂げた。
〈昭和40年代〉高度経済成長の時代となり，技術革新や
情報化が著しく進み，地域開発と人口の急増がますま
す千葉県を大きく変貌させた。
〈昭和40年代後期〉石油ショックを契機に経済低成長の
時代へ移行，「心豊かなうるおいのある生活・生涯に
わたる学習機会」が求められるようになる。「千葉県
新長期計画」には「未来にこたえ，未来を作る人間開
発」，「新しい時代の人間像の実現」を目指し学校教育，
社会教育，文化の振興に努める。
5.2.「小学校英語教室事業」創設の人的背景
このような時代背景に加えて人的要素も見逃せない。
特に，千葉県の将来を見据えて，いち早く小学生にも英
語をと提案した加納久朗知事の「先見の明」が大きな契
機となったことは否めない。高崎（2014）によれば，加
納久朗知事（1962－1963の在任中に急逝）は，旧上総国
一宮藩主（現千葉県長生郡一宮町）の子息（子爵）で，
当時の知事には珍しく財界出身であり，戦前に横浜正金
銀行（国際為替銀行として当時の世界三大国策銀行の一
つ，現三菱UFJ東京銀行の前身）のニューヨーク支店勤
務（1917－1920），ロンドン支店長（1934－1942）の経
験があり，新しい感覚と発想力の持ち主であったといわ
れる。当時としては先進的な「新東京建設構想」「東京
湾横断橋」構想などを持たれ，小学生および青少年に英
語を指導することの必要性を主張された。
この背景には，知事自身の生い立ちが反映されている
と考えられる。知事の父加納久宣氏は嘉永 5 （1848）年
に筑後国三池藩主の次男として生まれ，幕末に上総国一
之宮藩主（のちに藩知事）となった。明治維新後に大学
南校で学び，卒業後文部省に仕官，「学習院大学」の創
設に関わり，新潟学校学長，大審院（今の最高裁判所）
検事，鹿児島県知事，一宮町長などを歴任，農村の生活
改良にも尽力された。
久朗氏は弟の久憲氏（のちにアメリカに移住，キリス
ト教の牧師となる）と共に，10歳前後に宣教師ピーク博
士の夫人から教養人の英語を学んだといわれる。久朗氏
も後に無教会主義のキリスト教指導者内村鑑三に影響を
受け，敬虔なキリスト教信者となるとともに，英仏独語
に不自由しないと言われた国際的経済人になった。その
基礎が少年時代に育まれたと言われている。なお，久朗
氏の 3 人の子どもたちも小学生，幼稚園児として，戦前
のニューヨークで 4 年間を過ごしている。ESL（English 
as a second language）環境での子どもたちの言語習得
の様子を知っていたことが，早期の英語教育の重要性の
認識につながっていたと考えられる。
終戦後は日本経済の立て直しに奔走し，電源開発や住
宅の再建などに力を注いだ。特に日本住宅公団の初代総
裁として，戦後壊滅的な状態にあった住宅事情の再建の
ため，欧米の生活様式を取り入れた「公団住宅」の建設
に力を入れ，短期間で 2 万戸の建設を達成した。
小学校英語に対する当時としては大胆な提案も，加納
知事の発想力，行動力と共に，このようなバックグラウ
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ンドから自然に出てきた発想だと理解できる。
しかし，加納知事は，志半ばで知事在任中に急逝さ
れ，構想は当時の副知事，後に知事となる友納武人知事
（1963－1975）に引き継がれ，事業化の検討が行われた。
友納知事は，在任中京葉工業地帯の開発などに尽力され，
千葉県を後進県から近代県へ
脱皮させたと言われているが，
3 選目の昭和48（1973）年に
日米知事会議などに出席のた
め米国を訪問し，同行した当
時の大橋和夫教育長（1971－
1975）と「これからは子ども
の頃から英語を教えなけれ 
ば……」と英語教育の推進を
確認されたとのことである。
大橋氏はのちに革新系候補と
して知事選に出馬，友納氏と
親しかったと言われ（友納，
1981），知事と教育長との協力のもとに「小学校英語教
室事業」が進められたと言われている（張能正氏へのイ
ンタビューより）。
全国に先駆けての事業開始が成功したのは，実際に関
わった「人」に恵まれたという要素も見逃せない。準備
の担当者として東奔西走した県教育委員会指導主事（張
能正氏），実際に学校現場を訪問し授業を担当した11の
県教委出張所の担当指導主事（柴崎昭爾氏など）と千葉
大学附属中学校の教諭（根古谷常雄氏）などの指導者，
教材の作成に尽力した千葉大学の国吉丈夫教授など，献
身的な人材に恵まれたという状況も忘れてはならない。
さらに，実際に事業を受け入れた各小学校の意欲的な
取り組み，さらに市町村事業へと拡大していった地方行
政機関の積極性も，事業推進の大きな要素となっていっ
たと推測される。知事，教育長などのトップのアイデイ
アであっても，実現のために熱意をもって動く人材や受
け入れ側の熱意がなければ，このように長期にしかも拡
大して事業が継続することは考えられないからである。
また，時代の要請を感じ取った保護者や子どもたちの興
味と関心が事業推進を支えるエネルギーとなったことは，
インタビューや当時の感想文等から推測することができ
た（塩澤，1993；吉村・有常・本田，2015）。
6 ．「小学校英語教室事業」の概観
6.1. 事業開始の準備：加納知事の提案（昭和37年）　　
から事業開始（昭和47年）まで
事業開設開始当時の担当指導主事張能正氏によれば，
昭和40（1965）年，千葉県教育委員会に外国人講師S. L. 
Simmons氏を採用，要請のあった学校に訪問を開始し
た。指導法はOral Approachを採用，張能氏とのTeam 
Teachingを行った。昭和42（1967）年には県の教育セ
ンターにおいて「英語セミナー」，県教育委員会指導課
では「地区講習会」を開始し，外国人講師として，県内
の日本キリスト教短大のDr. Davis学長および同大学の
先生方の協力を得て教員研修を行った（張能，1977）。
昭和43（1968）年 9 月には，フルブライト委員会と
文部省のATC（Assistant Teachers’ Consultant）派遣
事業により，Edward J. Lazar氏が着任，昭和46（1971）
年まで勤務，昭和45（1970）年度開始の小学校英語教室
実験校にかかわった。ATCは全国で 4 県（北海道，千葉，
兵庫，鹿児島）にのみ派遣されたとのことである。
開始までの事業推進状況について，張能正氏は次のよ
うに語っている。張能氏は昭和40（1965）年から千葉県
教育庁指導課指導主事を務め，「小学校英語教室」事業
開設の準備および開設後の事業展開を担当された。張
能氏の当時の日誌によれば，「小学校英語教室事業」に
ついては，開設準備，実験校の依頼，担当者依頼と配
置，予算，決算，文部省などとの交渉，外国人講師の採
用・配置・指導・生活の援助・相談，教材作成（原稿
作成，録音など），その他多くの仕事に東奔西走された。
事業開始以後は実際に学校を訪問してTeam Teaching
を行った。その他県教委・地教委・学校との連絡調整，
指導と援助など，業務は多岐にわたった。この事業の推
進のため新たに県内11の全出張所に英語担当の指導主事
が配置されたことを見ても，千葉県および千葉県教育委
員会の力の入れ方が分かる。　
当時の課題としては，学習指導要領をめぐる文部省と
の関係，県教委と地教委との関係，指導法と実験校との
関係（指導以前の問題），指導者（外国人講師）の選定，
資格，住居生活の世話，補助教員の採用などがあげられ
ている。
6.2.「小学校英語教室事業」の展開
以上の準備を経て昭和45（1970）年には，講師に
ATCのMr. Lazarを迎え，千葉市鶴沢小に実験クラスを
設置，昭和47（1972）年には正式に15校で「小学校英語
教室事業」が開始された。張能氏によれば，昭和47（1972）
年「小学校英語教室事業」正式開始時の概要は下記のと
おりである。
実施校：15校，対象：小学校 5 ・ 6 年生（人数が多い
場合は 6 年生のみ），回数：年間35回が原則（40～50
分授業），教材：指導課で作成したテキスト（テープ
つき），内容：日常生活で使用する表現（聞く，話す
が中心），当初の日本人講師：20名，本庁指導主事（張
能氏），附属中学校教官等も指導に参加，外国人講師：
15～20名委嘱（10年目には30名に）
その後，県単独の事業に市町村教委の事業も加わり，
約30年後の平成11（1999）年の時点では県指定22校，市
町村指定350校となり，平成12（2000）年の学習指導要
領移行の前後まで継続されていた（千葉県教育委員会，
1991－2001）。また，その他に学校独自の取り組みも見
られた。
約30年間のこの歩みは，学習指導要領の改訂，JETプ
ログラムの導入等によって以下の 3 期に分けることがで
きる（各期の特徴はAppendix 1 参照）。
第１期：昭和47（1972）年度～昭和51（1976）年度まで
・昭和47（1972）年度 小学校英語教室事業スタート（県
内15校）
・特設の「英語クラブ」として
『千葉県知事物語』
（石毛，2002）
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第２期：昭和52（1977）年度～昭和61（1986）年度まで
・昭和52（1977）年度 小学校学習指導要領改訂
・「総合的な学習の時間」内で実施
第３期：昭和62（1987）年度～平成13（2001）年度まで
・昭和62（1987）年度 JETプログラム導入～平成14
（2002）年度学習指導要領改訂
・AET（英語指導助手）の活用，市町村独自の設置校
の増加
この間，第 3 期の平成 4 （1996）年に文部省研究開発
校がスタートし，千葉県では平成 5 （1997）年に東金市
立鴇嶺小，平成 6 （1998）年に成田市立成田小が指定さ
れた。なお両校ともそれ以前に県の「小学校英語教室事
業」を実施している（本田・吉村・有常・矢部・大竹口・
斎藤・酒井，2015に概略を報告）。
その後の全国的な動きとしては，平成14（2002）年の
学習指導要領改訂による「英語活動」の導入，平成23
（2011）年の学習指導要領改訂による「外国語活動」必
修化，さらに平成29（2017）年 3 月に新学習指導要領が
告示され， 5 年生と 6 年生の英語の「教科化」が平成32
（2020）年に実施される見通しとなっている。
7 ．初期資料の分析
7.1.「設置要項」に見る「小学校英語教室事業」の概要
初期の資料がほとんど保存年限を過ぎて廃棄された中
で，今回元千葉大学教授国吉丈夫氏より昭和51（1976）
年，昭和53（1978）年，昭和60（1985）年の「設置要項」
をご提供いただいた。それらの設置要項を比較する中で，
当時の事業の概要を確認したい（Appendix 2 参照）。
どの設置要項も，「 1 ．趣旨」「 2 ．性格」「 3 ．対象
学校および児童」「 4 ．設置（1）配置，（2）設置」「 5 ．
指導」「 6 ．運営」という項目で構成されている。
以下に，昭和51年，昭和53年，昭和60年設置要項を比
較する。「趣旨」については，いずれも「聞くこと話すこと」
の言語活動中心であるが，昭和51年の要項には「小学校
において，『聞くこと，話すこと』の英語の言語活動を
指導することにより，英語に慣れさせ，実用的な英語教
育の基礎を養う。」とあり，昭和53年，昭和60年の要項
には「小学校において，『聞くこと，話すこと』の英語
の言語活動を通して，英語に親しみ，慣れさせ，外国の
人々の生活や物の見方などについて，基礎的な理解を得
させる」となっている。設置当初は，英語を教えること
にねらいがおかれていたが，昭和53年度以降は，「慣れ
親しむこと」や「国際理解の側面」が加わっている。こ
の間の昭和52（1977）年度に小学校学習指導要領が改訂
され，「総合的な学習の時間」の中で「国際理解」とし
て「英語活動」が実施可能になったことと関連している
のではないかと考えられる（下線は筆者）。
「性格」については，発足当時は学習指導要領の中に
位置づけがなかったため，教育課程外の「特設クラブ」
として実施されていた。しかし，昭和52（1977）年度の
小学校学習指導要領改訂以後は，「特設クラブ」あるい
は「総合的な学習の時間」などとの任意選択制となった
ことが分かる。
「対象学校・児童」については，この間に大きな変化
は見られない。「配置」については市教育委員会の申請
により県教育委員会が決定し，昭和51年度には11の出張
所管内に各 1 校に加えて，千葉（＋ 3 校），船橋・東葛（各＋
2 校），印旛・山武（各＋ 1 項）の計20校となり，昭和
53および60年度には船橋・東葛に各 3 校ずつ加わって計
22校となっている。当初の15校より少しずつ増加し，こ
の後の事業拡大に繋がっていったことが読み取れる。
「指導」については，外国人講師および日本人講師の
定期的な指導を原則とし，教材については，昭和51年に
は，千葉県教育センター内に設置する資料作成室で準備
した視聴覚教具，教材，昭和53年，昭和60年には，千葉
県教育庁指導課で準備した教材が利用されている。注目
されるのは，昭和51年のみ「英語教室で使用するテープ
レコーダー，OHP，および教材等は県教委から学校に
貸与する」とあり，事業開始当初は，各小学校に教育機
器が十分に配置されていなかったことが推測される。
以上，設置要項やインタビューから，設置当初は「学
習指導要領」に位置付けられていなかったため，文部省
との折衝や，予算，講師の確保，教材の作成，学校現場
日の指導助言，など多くの課題があったことが分かる。
しかし，昭和53年設置要項と昭和60年設置要項に大きな
違いがみられないことから，昭和52年度の学習指導要領
改訂以後，少しずつ環境が整い，事業が定着してきたこ
とが読み取れる。
目的，あるいは趣旨については「聞くこと」「話すこ
と」が中心で，昭和53（1978）年，昭和60（1985）年
の要項における「小学校において，『聞くこと，話すこ
と』の英語の言語活動を通して，英語に親しみ，慣れさ
せ，外国の人々の生活や物の見方などについて，基礎的
な理解を得させる。」という趣旨は，現行の学習指導要
領や教材の作成方針と重なっており，今から30年前にこ
のような目標を設定したことは注目される（ 1 期から 3
期までのこの事業の目的，指導方法などの概要のまとめ
は，Appendix 3 を参照）。
7.2. 初期の教材について
7.2.1. 現有の教材について
今回新たに入手した教材を含めて，本プロジェクトで
現在把握している教材は下記の 5 種類である。
Ａ．県教育委員会作成の教材
①第 1 期：昭和51年版（国吉丈夫氏よりご提供）
② 第 2 期：改訂版（時期不明，実物は現存せず，目次
等の記録があるのみ）
③ 第 3 期：昭和62年改訂版（JETプログラムによる
AETの協力により改訂）
Ｂ．自主教材
① 第 2 期：Activity Book for Children（Oxford, 
1983）（当時の外国人講師が後日作成した教材で現
在も市販されている）
② 第 3 期：Chiba AET’s Shogakkou Resource Book 
（当時の千葉県AET有志作成の自主教材）
県教育委員会事務局などに公式に保管されていた資料
は，保存期限を過ぎすべて廃棄されていた。上記の教材
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は，たまたま個人で保存されていたものである。また，
この他に後期の資料として，千葉市教育センター資料（授
業の記録）や習志野市Ａ小学校の資料などを入手してい
る。次節にて，本プロジェクトが把握している 3 種類の
教材を紹介する。
7.2.2. 各教材の構成および内容など
開設当時の教材Ａ-①：昭和51年版（講師用英文）
教材Ａ-①は県教育委員会が原稿を作成し，千葉大学
に設置されたLL教室で録音された。テープは現在残っ
ていない。現存の「講師用のマニュアル（英文和文）」「児
童用のテキスト（絵と歌）」から見る内容は下記のとお
りである。
⑴　教材Ａ-①の「講師用マニュアル」
タ イ ト ル は『 小 学 校 英 語 教 室 ハ ン ド ブ ッ ク　
（Elementary School English Program）』（小学校英語教
室教材作成委員会）となっている。
内 容 は 最 初 の ペ ー ジ にObjectives/Description/
Application/Procedureが記されている。「講師の先生方
へ（suggestion for the teachers）」には，下記のような
興味深い方針が述べられている。
①聞くこと・話すことが中心。日本語訳や，文法的な
説明はしない。口真似や歌を通して，英語の音声構造に
慣れること。「児童は『質問と応答』を暗記し，しまいには，
すらすらそれを駆使できるようになるでしょう。」（②と
③は省略）。
④基本文型のいろいろなヴァリエーションがあるが，
どのくらい教えるか，他の例を取り入れるかは，「先生
方のご判断にお任せします」（中略）。
⑤掲載されているゲームや歌だけでなく，「先生方が
良くご存じのものを教えて下さって結構です」（⑥は省
略）。　
⑦最初から，全ての発話はノーマル・スピードで。「外
人の早口のことではなく，『外人の耳に無理に作り出し
た音声とは聞こえない程度』という意味です」（後略）
全体の構成については下記のとおりである。
〈Lessonのタイトル〉
Lesson 1: Good afternoon, everyone, how are you?
Lesson 2: How is your father? He’s fine, thank you.
Lesson 3: How old are you? I am 10/11/12 years old.
Lesson 4: What’s your name? My name is . . . .  
Lesson 5: What’s this （that）? It’s a/an . . . .
Lesson 6: What are these （those）? They are . . . .
Lesson 7: Please kick me the ball.　
Lesson 8: Can you swim? 
Yes, I can/No, I can’t.
Lesson 9: Do you have 
a dog? Yes, I do. I have 
a dog/No, I don’t. I don’t 
have a dog. 
Lesson 10: Does he/she 
have a dog? Yes, he/she 
does. He/she has a dog. 
No, he/she doesn’t. He/
she doesn’t have a dog.
各課の内容については，PROCEDUAL NOTESとい
う項目のいくつかを紹介したい。
（例 1）Lesson 1  についてのアドバイス
・複数と単数のyouを識別し，迷いなくIかweで答える
こと
・日本人にとっては［F］と［TH］の音を区別するの
は難しいので，FA　FI　FU　FE　FOとTHA　THI　
THU　THE　THOな ど を よ く 練 習 し て，FINE／
WHINE，THINK／SINKなどのヒアリングテスト（目
を閉じて，どちらの音か手を挙げる）などをして見る
とよい。［S］と［SHU］の識別も同様に指導するなど，
この記述からは，最初から発音の正確さ，応答の正確さ
を求めていたように推測される。
（例 2）Lesson 2 のDRILLの例
Pattern Practiceの影響がみられる。
Ｔ Ｐ 1 Ｐ 2
You How are you? I’m fine, ----. 
Father How is your father? He’s -----.
Mother How is your mother? She’s -----.
Parents How are your parents? They are ----.
You and --- We’re -----.
⑵　教材Ａ-①の児童用テキスト
21ページわたる絵と15曲
の歌からなっており，内容
（目次）は下記のとおりであ
る。下線は，現行テキストで
は扱われていない事項であ
る。
・あいさつ（We are fine, thank 
you.など），年齢（father, mother, 
parents, you and ....など），人
の名前（your, his, her, their, 
teacher’s, friend’s, principal’s, 
grandfatherなど），ものの名前（this, these, that, those, 
pencil, pencils, chair, chairsなど），果物（apples, bananas, 
oranges, watermelonなど），ボール遊び（kick, toss, 
throw, roll, bounceなど），スポーツ（swim, play, ice 
skate, roller skateなど），楽器（play the piano/guitarな
ど），動物（dogのみ），動作（stand up, sit down, kneel 
（（膝をつく）），clap handsなど）
以上，開設当時の教材全体を見ると，特徴として次の
点があげられる。
・三人称の対話（How is your father? He is fine. Does 
he/she----? Yes, he/she does. No, he/she doesn’t. He/
she has.など），this, thatだけでなくthese, those, theyが
取り入れられているなど，Hi, friends!  などでは取り上
げられていない語彙や表現が含まれている。
・講師へのアドバイスが丁寧であり，講師の創意工夫が
推奨されている。
県教育委員会作成の教材：Ａ-③AETによる改訂版（1989年）
この第 3 期の教材は，録音テープを除いて，現在一番
原版に近い形で残っている教材である。アメリカで10年
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近い教員経験のあるAETのWendy Whited氏が担当し，
2 期までの資料を大幅に改訂したもので，非常に丁寧な
指導資料になっている。ただ，残念ながらこの教材がい
つごろまで使われていたかはわかっていない。教材は
セットになっており，その構成は下記のとおりである。
・英語教室ハンドブック児
童用（絵20ページ，歌16
曲）
・TEACHER’S MANUAL: 
ELEMENTARY LEVEL 
ENGLISH LANGUAGE 
PROGRAM（13ページ）
・録音テープ台本（17ペー
ジ）
・英語教室CURRICULUM
（50ページ）
①　英語教室ハンドブック「児童用テキスト」の目次
1 ．挨拶，2 ．色，3 ．アルファベットⅠ，4 ．アルファ
ベットⅡ， 5 ．動物， 6 ．数， 7 ．I like chocolate. / 
Do you like chocolate? 8 ．I like dogs. 9 ．Body Parts, 
10．Can you play basketball? 11．Please take one. 
12．Please eat the chocolate. 14．Please Stand Up. 15．
Please Show Me. 16．Six Adjectives, 17．I Have the 
Apple. 18．Does he/she have the ～? 19．Clothes, 20．
Weather, 21．The House, 22．Verbs, 23．Shopping（下
線は文法事項）
教材 1 ， 2 と比べ，内容はトピック中心となってくる。
しかし，アルファベットが最初のころから入っており，
文字指導を視野に入れていたことがわかる。
②　TEACHER’S MANUAL
各課の指導内容が13ペー
ジにわたり記述されている。
構成はPattern Responses, 
Visual and/or Audio Aids
（Tape），Game, Procedural 
Notesと，教材 2 と同様の構 
成である。
③　録音テープ台本
録音テープは現存してい
ないが，17ページにわたっ
て台本が残っている。ここ
から授業の進行を想像することは可能かもしれない。
④　CURRICULUM: a Survival Handbook
教材 3 の特徴としては，CURRICULUM: a Survival 
Handbookとして，50ページにわたる詳細なアドバイ
スが書かれていることである。構成はAuthor’s Notes, 
Philosophy, Helpful Hints, Holiday project ideasな ど，
理論から実践まで多岐にわたり，作成担当者（AET）
のアメリカにおける教師経験と日本についての豊富な知
識が反映されている。
（例）Note on correcting students
Some of your students may be quite shy and quiet. 
In order not to scare them, try to correct responses 
by repeating the proper word, or phrase rather than 
saying, “No”.
Japanese children aren’t trained to be risk takers -----. 
They will always need your assurance, support and 
encouragement. ---This will give them confidence they 
need to try new activities. ---Work from the familiar to 
the now---.
自主教材Ｂ-②：千葉市ALT作成の自主教材Chiba A.E.T’s 
Shogakko Resource Book
この教材は県内のAET有
志がそれぞれの英語教室で
行っていた活動をまとめた
もので，平成 4（1992）年に 
発行された。前半は各活動
のルール，後半はワークシー
トなどとなっている。初期
の教材に比べ，文法項目は
タイトルからは消え，トピッ
クに加えて，Jazz Chants, 
Games, Story Tellingなど，
当時の新しい指導法がふん
だんに取り入れられているのが特徴であろう。また，地
域に関連した教材を取り入れ，実在するデパートに行っ
て活動するような場面が想定されていることも特徴の一
つであるである（吉村・有常・本田，2015）。
7.2.3. 当時の教材の特徴―まとめ―
各教材につき詳しく見ていくと，開設当時の教材につ
いては，次のような特徴が読み取れる。事業の目的は「聞
くこと」「話すこと」が中心であるが，内容的には，現
行の教材Hi, friends!  などとは異なる点もある。
（1）アルファベットを比較的早いうちに導入している。
（2）品詞名，文法項目などがタイトルに入っている。
（3）人称や，二重目的語を取る文，a とanの識別，単数
複数の識別，などを取り入れている。
（4）どの教材でも文字指導を扱っており，『英語ノート』
やHi, friends!  よりも文字指導に踏み込んでいること
が分かる。
なお，第 1 期の教材については英語と日本語の発音の
違い，第 2 期では，a と anの違い，複数形などをごく
初期に導入しており，英語の基礎として初期に身につけ
させたいというnative speakersの考え方が示され，今
後の教科化における教材づくりのヒントとなるのではな
いかと考えられる。また，自主教材で取り上げられてい
た地域についての活動も今後の参考になるのではないだ
ろうか。
全体として，県が初期に教材を作成したことで，現場
の担当者が安心して指導できたことは高く評価できる。
その上に，自主教材を作成したり，講師自身が工夫して
指導できる自由度があったりしたことが講師の意欲を増
大し，児童の実態に即した指導を可能にし，児童や保護
者の満足度の高さにつながっていったと思われる。
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8 ．「小学校英語教室事業」から学びたいこと―今
回の調査から―
⑴　指導者の先見性と担当者の情熱的取り組み
吉村・有常・本田（2015）にも述べた通り，事業を全
国に先駆けてスタートできた要因には，リーダー（県知
事，教育行政担当者など）の先見性があった。今回「人
的要素」について詳しく調査することによって，その思
いはさらに深められた。さらに，事業実施に際しての周
到な準備，段階的導入，指導体制づくり，教材の作成，
研修体制などを精力的に進めた県教育委員会の担当者
（指導主事，外国人講師など），そしてそれをサポートし
た大学関係者，さらに県内の多くの学校関係者の早期英
語教育に対する熱意と努力があったことが明らかになっ
た。現在においても指導者のやる気，熱意がキーポイン
トになることと思えるが，それをどう支援していくかが
最大の課題ではないだろうか。
⑵　「誰が教えるか」「何を教えるか」についての現実的
な選択
授業を主導するのは，その時々の条件に合わせて，外
国人講師であったり，日本人講師であったり，柔軟に対
応している。今後「教科化」においては，担任が中心と
なるが，多くの教科を指導している小学校の学級担任の
負担軽減と不安への援助が必要との声も大きい。「小学
校英語教室事業」には専任教員，地域人材の活用など，
柔軟な支援体制についてのヒントも示されている。
⑶　児童の発達段階，興味，関心などの実状に即した目
的・指導観
週 1 回のクラブで，希望して参加した児童のみが対象
であるので，現在の状況とは異なるものの，「聞くこと・
話すこと」を中心に楽しい授業を展開したことが，児童
の発達段階にも合い，長続きした要因であると考えられ
る。また「文字」にも興味を示す児童が多いのを踏まえ
て，どの教材も比較的早期に「文字」や簡単な文法事項
を児童が楽しめるような形で取り入れていることは注目
される。
⑷　基本的教材と自主教材の併用など
実験クラススタート当初から県教育委員会が教材を作
成したことが，現場での指導の手がかりとなり，安心し
て指導できる要因であったと思われる。
それに加えて，各講師（外国人，日本人）が児童の実
態に応じて自分の創意工夫を加え，地域教材の作成・活
用なども含めてかなり自由に授業を進められたことが講
師のやる気を喚起し，講師自身が授業を楽しみ，児童の
興味を引きつける授業を進めることにつながり，それが
継続への大きな力になった。　　
今後もHi, friends! のような基本的なテキストがある
ことが指導者である学級担任には心強いことではあるが，
それに加えて，地域や児童の実態に合わせた自主教材を
使用する余地があるよう期待したい。
9 ．残された課題
平成32（2020）年の「教科化」を前にして，これまで
の「英語活動」や「外国語活動」との違いを踏まえた新
しい指導観や教材観を持てるよう準備が必要である。同
時に，過去の千葉県「小学校英語教室事業」や，研究開
発校，各地の学校などでの長い間の実践の積み上げをき
ちんと記録・保存し，そこから教訓を学んでいくという
姿勢は，今後も大切ではないかと考える。
平成 4 （1992）年当時の報告書（塩澤，1993，p.64）
に記されていた早期英語教育への反対意見や，位置づけ
についての問題点，さらに，「小学校の英語教育は国際
理解教育の一環として位置づけるのか，英語教育として
重点化するのか」という議論も，今後十分に検討して
いく必要があると考える。このことは，「小学校での英
語教育は，英語に慣れ親しませることに重点を置くのか，
それともスキルを（どのくらいまで）重視していくのか」
という現在の課題と通じるものがあると考える。過去の
実践を参考にしてこれらの問題について考えを深めてい
くことが，将来の外国語教育の発展に繋がっていくので
はないだろうか。
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Appendix 1 .「小学校英語教室事業」の概観
担当者
第 1 期 
S.47 （1972）－S.51 （1976）
第 2 期
S.52 （1977）－S.61 （1986）
第 3 期 
S.62 （1987）－H.13 （2002）
日本人講師
県教育庁，同出張所，市教委の指
導主事，千葉大学附属中学校英語
教諭
中学校英語教員など
設置小学校の日本人教師（英語免
許状所有者，英語に堪能なもの）
外国人講師
地域在住の外国人（大学教員，教
会の関係者，主婦など）
ATC （Assistant Teacher Consultant: 
フルブライト委員会と文部省によ
る事業）
地域在住の人材（大学教員，教会
関係者，主婦など）
MEF（Monbusho English Fellow）, 
BETs （British English Language 
Teachers and Teaching Assistants）
（S62一学期のみ）地域在住の人
材（大学教員，教会関係者，主婦
など）
（二学期以降） JET, AET （Assistant 
English Teachers）
設置校担当者
英語クラブ担当教員（主として学
級担任が兼務） 同左 同左
主管
千葉県教育庁指導課同出張所指導
室
県教育庁指導課
同出張所指導室　
市町村教育委員会指導課
県教育庁指導課
同出張所指導室
市町村教育委員会指導課
助言協力
千葉大学，日本キリスト教短大，
地域の会話学校など
千葉大学，日本キリスト教短大，
地域の会話学校など
千葉大学，地域の会話学校など
Appendix 2.「千葉県小学校英語教室事業」設置要項比較
1 趣旨 S.51 小学校において「聞くこと，話すこと」の英語の言語活動を指導することにより英語に
慣れさせ，実用的な英語教育の基礎を養う。
S.53 小学校において，「聞くこと」「話すこと」の英語の言語活動を通して，英語に親しみ，
慣れさせ，外国の人々の生活や物の見方などについて，基礎的な理解を得させる。
S.60 同上
2 性格 S.51 学校における教育課程以外の教育活動としての性格とする。
S.53 原則として，学校における教育課程以外の教育活動とする。
S.60 同上
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3 対象学校及び対象児
童
S.51 （1）早期英語教育に関心と理解を持ち，かつ設置に必要な 1 ないし 2 教室を英語教室と
　　して確保できる学校
（2）原則として，小学校 5 ， 6 年児童を対象とするが，参加希望が多い場合は， 6 年生
　　のみを対象とする。ただし，60名を超えないことが原則（ 1 クラス20から30名程度
　　とし， 2 クラスを標準とする。
S.53 （1）上記 1 の趣旨に……
S.60 同上
4 設置（1）配置 S.51 各出張所管内に 1 校，ただし，千葉出張所管内に 3 校，船橋，東葛， 2 校，印旛，山武
に 1 校を加える。（計20校）（状況により若干変更有）
S.53 ……千葉，船橋・東葛出張所に 3 校，印旛・山武出張所に 1 校を加える……（計22校）
S.60 同上
設置（2）設置 S.51 市町村教育委員会の申請により，県教育委員会が決定
S.53 同上
S.60 同上
5 指導（1） S.51 日常生活でふれる簡単な英語を聞いたり，話したりする指導を中心
「読むこと」及び「書くこと」についての指導は除く。
S.53 同上
S.60 同上
指導（2） S.51 外人講師および日本人講師の定期的な指導を原則とする。
S.53 同上
S.60 同上
指導（3） S.51 千葉県教育センター内に設置する資料作成室で準備した視聴覚教具，教材を利用して指導する。
S.53 千葉県教育庁指導課で準備した教材を利用して指導する。
S.60 同上
6 運営（1） S.51 設置校は県教委，市教委と連絡を取り，その指導と助言を受けて運営に当たる。
運営（2） 英語教室で使用するテープレコーダー，OHP，および教材等は県教委から学校に貸与する。
運営（3） 定期的な運営協議会を行い，英語教室運営について協議する。
運営（4） 外人および日本人講師の派遣費は，県教委で負担する。
S.53 同上
S.60 同上
Appendix 3．事業の目的，指導方法，カリキュラム，教材，位置づけ等の概要
目的
指導方法
第 1 期，第 2 期，第 3 期：国際理解の基礎を養う。「聞くこと」・「話すこと」が中心
カリキュラム
教材
第 1 期，第 2 期：県教委作成の教材（テープつき），講師による自主教材
第 3 期：県教委作成，AET代表参加による改訂教材（テープ，マニュアルつき），講師による自主教材
位置づけ
第 1 期：教育課程外の「特設クラブ」（原則として 5 ，6 年生）
第 2 期：「ゆとりの時間」の中の学校裁量としての「クラブ活動」
第 3 期：ほとんどが「正課クラブ」として実施
実施校
第 1 期：県教委指定校（出張所，市教委に諮り，学校の要望を聞いて選定）
　　　　 5 年を限度として交替
第 2 期：県教委指定校，市町村教委指定校
第 3 期：県教委指定校，市町村教委指定校，自主研究校
　　　　研究開発校（東金市立鴇嶺小，成田市立成田小）
